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6 第 1章 序論
表1.3 各事業における費用便益マニュアル (案)
注)各事業のマニュアル (案)










土地区画整理 土地区画整理事業に 地価上昇便益 ヘドニック法 CBR
事業 おける費用便益分析
マニュアル (案)
下水道事業 下水道事業における 生活環境改善便益， 代替法， CBR
費用便益分析 水洗化便益， 仮想評価法, (NPV)
マニュアル (案) 水質改善便益， ヘドニック法
浸水防除便益，
施設空間利用便益
河川・ダム事業 治水経済調査マニュ 期待被害額軽減便益 代替法 CBR
アル (案) (直接被害，間接被害)




道路・街路事業 道路投資の評価に関す 利用者便益 消費者余剰法 NPV









住宅市街地整備 住宅市街地整備総合 地価上昇便益 ヘドニック法 CBR
総合支援事業 支援事業費用対効果
分析マニュアル
鉄道事業 鉄道プロジェクトの 利用者便益 (時間短縮， 消費者余剰法 NPV
費用対効果分析 移動費用軽減)， CBR
マニュアル97 供給者便益 IRR
港湾事業 港湾投資の評価に 輸送コスト軽減， 消費者余剰法， NPV
関するガイドライン 交流機会増加， 仮想評価法， CBR
環境改善， 旅行費用法他 IRR
安全，業務効率
水道事業 利水経済調査要綱 (案) 渇水被害軽減便益 代替法 CBR
活用マニュアル (原単位法)
＊ NPV (Net Present Value：純現在価値)
CBR (Cost Benet Ratio：費用便益比)
IRR (Internal Rate of Return：内部収益率)
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代理市場等を用いた便益評価が必要となる．
非市場 (公共)財の生活環境質改善便益の計量化手法としては，これまでに，代理市場
を用いた代替法や消費者余剰法，旅行費用法 (Travel Cost Method)，ヘドニック法 (Hedonic
Approach)，および仮想的な環境質変化に対する支払意思額を直接被験者に質問する仮想評
























































一例として，評価指標に純現在価値 (NPV : Net Present Value)を取上げ，2つのプロジェク
トAおよびBに対応するNPVの確率分布が図1.2に示すよう推計されたとする．この場合，
従来のようにNPVの平均値のみで評価するならば，NPVの平均値の高いproject Bが採択
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い．一方，CVMに関しては，早くから推定便益の信頼性に関して疑問が投げかけられた
こともあって，特に離散選択行動モデルを適用した二項選択形式 (CECVM : Closed-ended
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他の人をその消費から排除することができない．公共財のもつこの性質が非排除性である．
一般に，消防・国防等のように，非競合性と非排除性の両方の性質を持つ財は，純公共
























































































































のことである．すなわち，環境質改善の場合はCVは支払意思額 (WTP : Willingness to Pay)
であり，環境質悪化の場合は受入補償額 (WTA : Willingness to Accept compensation)となる．
間接効用関数V (P;Q; Y )を用いると，補償変分CVは式 (2.2)で定義される．
V (P;Q0; Y ) = V (P;Q1; Y   CV ) = U0 (2.2)
ただし，Pは市場財の価格 (一定)，Yは所得，Q0は変化する前の非市場財の環境質水準，
Q1は変化後の環境質水準である．これを支出関数を用いて表現すると式 (2.3)となる．
CV = e(P;Q0; U0)  e(P;Q1; U0)
= Y   e(P;Q1; U0)








V (P;Q0; Y + EV ) = V (P;Q1; Y ) = U1 (2.4)
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支出関数を用いて表現すると式 (2.5)となる．
EV = e(P;Q0; U1)  e(P;Q1; U1)
= e(P;Q0; U1)  Y







法，旅行費用法 (Travel Cost Method)，ヘドニック法 (Hedonic Approach)，仮想評価法 (CVM




























旅行費用法は1947年にHotellingによって提案され，その後のClawson and Knetsch(1966) 7)
等の実証研究を経緯に発展してきた手法である．また，旅行費用法を理論的に基礎付ける













































game)，支払カード方式 (Payment card)，二項選択方式 (Closed-ended Contingent Valuation
Method, Take-it-or-leave-it or Referendum Method)等が開発されてきた．中でも，最も問題












































非集計モデル (Disaggregate Model)，非集計行動モデル (Disaggregate Behavioural Model)，個










Uin = Vin + "in (2.7)
効用最大化理論に基づくと，個人nが選択肢 iを選択する確率Pinは式 (2.8)として表さ
れる．
Pin = Pr(Uin  Ujn j i 6= j; j 2 An)
= Pr[Vin + "in  Vjn + "jn j i 6= j; j 2 An]
= Pr["jn   "in  Vin   Vjn j i 6= j; j 2 An]
= Pr["jn  Vin   Vjn + "in j i 6= j; j 2 An] (2.8)







ロビットモデル (MNP ; Multinomial Probit)，多項ロジットモデル (MNL; Multinomial Logit)
の導出は「付録 B」に記している．
以下，二項選択モデルの導出を示す．誤差項"n = "2n   "1nの分布に平均0及び分散
2 = 21+
2
2 212の正規分布を仮定すれば，式 (2.9)の二項プロビットモデル (Binary Probit)
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が導出される．また，誤差項"n = "2n   "1nの分布にモード (最頻値)0及びスケールパラメー
タ(> 0)のロジスティック分布を仮定すれば，式 (2.10)の二項ロジットモデル (Binary Logit)
が導出される15, 16, 17)．
二項プロビットモデル
P1n = Pr(U1n  U2n)
































P2n = 1  P1n
ここで，は標準正規分布の分布関数である．
二項ロジットモデル
P1n = Pr(U1n  U2n)











P2n = 1  P1n
プロビットモデルおよびロジットモデルでは，多くの場合，効用関数Vinは説明変数Xinを










































離散選択モデルを用いた便益計量化理論は，Small and Rosen(1981) 18)による消費者余
剰計測への定式化，およびCVMにおけるBishop and Herberlein(1979) 19)の二項選択方式
(CECVM : Closed-ended Contingent Valuation Method)を適用した先駆的研究に始まり，その
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妥当性を比較検証した研究がある．また，鉄道ネットワークの経路選択に関する利用者便















EUn(Qi; Zn; Yin) = Efmax
i=0;k
















の期待値 (最大期待効用)は式 (2.15)の関数となり，ログサム効用 (満足度関数)と呼ばれる．






exp[Vin(Qi; Zn; Yin)]g (2.15)
次に，プロジェクトにより環境質Qiが現状のQ0iからQ1iに改善されるものとする．





i ; Zn; Yin  OPCin) = EUn(Q0i ; Zn; Yin) (2.16)
EUn(Q
1
i ; Zn; Yin) = EUn(Q
0


























i ; Zn; Yin)]Pk
i=1 exp[Vin(Q
0


















1; Zn; Yn   cn)  U0n(Q0; Zn; Yn) (2.19)
ランダム効用理論では，個人nが環境質改善を選ぶ選択確率P1nは式 (2.20)となる．
P1n = Pr[V1n(Q
1; Zn; Yn   cn) + "1n  V0n(Q0; Zn; Yn) + "0n]
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場情報としては，ヘドニック法や代替法に代表される公示地価等の土地市場情報や代替財
に関する市場情報等が必要となる．
これらの基礎情報を大別すると「顕示選好 (RP : Revealed Preference)データ」と「選好意









































旅行費用法とCVM(Open-Ended , Closed-Ended)の推計便益 (WTP)の比較を行なうことを
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分布関数を繰返し推計することで推計便益の信頼区間を求めるものであった．また，新保




一方，Cameron and James(1987) 41)，Cameron(1991) 42)は，CECVMにおける支払意思額
関数をもとに推計便益の分散を解析的に直接推計する簡便な手法を提示した．このモデル
は，個人の支払意思額が個人属性の線形関数であると仮定し，提示額との支出差をもとに
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全く利用可能な施設はなかったものとする．既設のレクリエーションサイトの環境・アメニ
ティ質をQとする．個人nの属性をZn = (z1n; . . . ; zJn) とし，現在の所得をYn，レクリエー
ションサイトまでの旅行費用 (一般化費用)を cnとする．個人nが，当該レクリエーションサ




Uin(Q;Zn; Yn   cin) (3.3)
ここで，c1n = cn ，c0n = 0である．
Uinは選択肢 iを選択した場合の効用であり，式 (3.4)に示すとおり確率変動項"in と確定効
用項Vinに区分されるものとする．
Uin(Q;Zn; Yn   cin) = Vin(Q;Zn; Yn   cin) + "in (3.4)
今，Vinが所得に関して準線形であるものと仮定する．確定効用項Vinは，式 (3.5)のよう
に特定化される．
Vin = v(Q;Zn : 0) + 1(Yn   cin) (3.5)
ここで， = (0; 1) はパラメータベクトルである．
また，各選択肢の効用は式 (3.6)，(3.7)で示される．
U1n = v(Q;Zn : 0) + 1(Yn   cn) + "1n (3.6)
U0n = 1Yn + "0n (3.7)
"1n，"0nがそれぞれ式 (3.8)に示す独立かつ同一のガンベル分布 (平均 0,分散 2=62)に従
うものと仮定する.








1 + expf [v(Q;Zn : 0)  1cn]g (3.9)
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EU1n(Yn  OPn) = EU0n(Yn) (3.15)
1











ln[1 + exp(v(Q;Zn : 0)  1cn)] (3.17)
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(3)個人のオプション価格の信頼区間
式 (3.17)の個人のオプション価格の推定量は，推計パラメータの確率変数である．その










OPn(Zn; )  OPn

= =2 (3.19)















OP (jZn)()d1 . . . dd (3.20)






fOP (jZn)  E[OP (Zn)]g2()d1 . . . dd (3.21)
ここで，  は多変量正規分布の確率密度関数である．
ただし，この場合，OP (jZn)がの非線形関数であることから，E[OP (Zn)]とV [OP (Zn)]
の近似解を求めることを目的に，OP (jZn)を^の周りでテーラー展開した２次近似式をも
とに定式化を進める．
OP (jZn)  OP (^jZn) +
dX
i=1
Ci(i   ^i) + 1
2
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式 (3.22)の近似式をもとに，個人のオプション価格の期待値の近似値E[ gOP (Zn)]と分散の





格が平均E[OP (Zn)]と分散V [OP (Zn)]を有した正規分布をなすものと仮定して信頼区間を
求める．z=2を標準正規分布の片側 =2 確率を与える値とすると，個人のオプション価格
の期待値の近似値E[ gOP (Zn)]の (1  ) 100%信頼区間は式 (3.23)をもとに求めることが可
能となる． 
Lower





E[ gOP (Zn)] = E[ gOP (Zn)]  z=2
q
V [ gOP (Zn)]
Upper
E[ gOP (Zn)] = E[ gOP (Zn)] + z=2
q

















(x)を標準正規分布の分布関数とすれば，任意のxについてSnの分布関数はP (Sn  x)!
(x)(n ! 1)となる．これが基本的な漸近理論である．また，任意の高次のモーメントの
存在を仮定すると，標本平均の関数の分布関数のエッジワース展開は式 (3.25)で示される．
P (Sn  x) = (x) + n 1=2p1(x)(x) + . . .
+n j=2pj(x)(x) + o(n j=2) (3.25)
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上式はn j=2のオーダーまでのエッジワース展開であり，は標準正規分布の確率密度関

















ここで，k1;2，k3;1はSnの j次のキュムラントj;nのベキ級数j;n = n (j 2)=2(kj;1 + n 1kj;2 +




A() = OP (jZn) OP (^jZn) (3.28)
Z = n1=2(   ^) (3.29)
ai1...ij =
@jA()























ai1...irZi1 . . .Zir + op(n
 r=2) (3.31)













ここで，式 (3.33)をもとに式 (3.32)のモーメントは式 (3.34)～式 (3.36)として求まる．
i1...ij = E
h
(i1   ^i1). . .(ij   ^ij )
i
(3.33)





































aiajakl(ijkl + ikjl + iljk)] + o(n
 1=2) (3.36)
よって，Snの最初の3次のキュムラントは式 (3.37)～式 (3.39)から求まる．
1;n = E(Sn) = n
 1=2A1 + o(n 1=2) (3.37)
2;n = E(S
2
n)  (E(Sn))2 = 02 + o(n 1=2) (3.38)
3;n = E(S
3




























































(x) + o(n 1=2) (3.46)





























プション価格の (1  ) 100%信頼区間は式 (3.49)より求められる．
h




LowerOP (^jZn) = OP (^jZn) + wL(=2)
p
0



































で，式 (3.52)の個人のオプション価格のシミュレーション値 OP (jZn) が推計される．
 = randomfMVN [^;(^)]g (3.51)
OP (jZn) = 1
1



















Un = U1n   U0n = Q+ zn   cn + "n (3.53)











Q 環境・アメニティ質 定数 1
zn 個人属性 一様乱数 0～10
cn 一般化費用 一様乱数 0～10
"n 誤差項 logistic 乱数 (, )=(0, 0.5)，(0, 1.0)，(0, 2.0)，(0, 3.0)
N サンプル数 500












ン法 (R = 50000)による再現分布結果を図3.1に示した．
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表3.2 モデル推計結果
(調査精度を変化させたケース)
 0.5 1.0 2.0 3.0
^ 環境・アメニティ質 1.708 3.394 5.962 10.393
(t値) (5.29) (6.16) (6.18) (5.07)
^ 個人属性 0.447 1.085 1.643 3.993
(t値) (8.65) (8.94) (7.69) (5.10)
^ 所得項 (一般化費用) 0.502 1.077 1.716 3.732
(t値) (9.41) (9.13) (7.75) (5.30)
2 尤度比 0.339 0.644 0.770 0.900
HitRatio 的中率 0.810 0.916 0.950 0.976
N サンプル数 500 500 500 500
^ 0.1042 0.3034 0.9301 4.2094
^ -0.0037 0.0160 0.1107 1.3232
(^)
^ 0.0121 0.0508 0.1874 1.3425
^ 0.0027 0.0148 0.0456 0.6133
^ 0.0012 0.0108 0.0405 0.5360
^ 0.0029 0.0139 0.0490 0.4964






=0.5 モデル 2.5%信頼下限 中央値 2.5%信頼上限 レンジ 変動率
テーラー展開 2.718 3.334 3.951 1.233 0.370
近似法
(-1.960) (0.000) (1.960)
エッジワース展開 2.793 3.310 4.015 1.223 0.369
(-1.647) (0.011) (2.273)
シミュレー 多変量正規乱数 (R=1000) 2.780 3.302 4.016 1.236 0.374
ション法 多変量正規乱数 (R=50000) 2.772 3.309 4.031 1.259 0.381
=1.0 モデル 2.5%信頼下限 中央値 2.5%信頼上限 レンジ 変動率
テーラー展開 2.851 3.270 3.689 0.838 0.256
近似法
(-1.960) (0.000) (1.960)
エッジワース展開 2.881 3.260 3.714 0.832 0.255
(-1.778) (0.008) (2.142)
シミュレー 多変量正規乱数 (R=1000) 2.892 3.264 3.790 0.898 0.275
ション法 多変量正規乱数 (R=50000) 2.875 3.260 3.730 0.856 0.262
=2.0 モデル 2.5%信頼下限 中央値 2.5%信頼上限 レンジ 変動率
テーラー展開 2.972 3.304 3.636 0.664 0.201
近似法
(-1.960) (0.000) (1.960)
エッジワース展開 2.990 3.298 3.649 0.658 0.200
(-1.831) (0.003) (2.089)
シミュレー 多変量正規乱数 (R=1000) 2.957 3.299 3.647 0.690 0.209
ション法 多変量正規乱数 (R=50000) 2.984 3.297 3.659 0.676 0.205
=3.0 モデル 2.5%信頼下限 中央値 2.5%信頼上限 レンジ 変動率
テーラー展開 2.946 3.178 3.410 0.465 0.146
近似法
(-1.960) (0.000) (1.960)
エッジワース展開 2.953 3.177 3.409 0.457 0.144
(-1.925) (0.000) (1.995)
シミュレー 多変量正規乱数 (R=1000) 2.949 3.178 3.443 0.494 0.155


















































Q 環境・アメニティ質 定数 1
zn 個人属性 一様乱数 0～10
cn 一般化費用 一様乱数 0～10
"n 誤差項 logistic 乱数 (, )=(0, 1)
N サンプル数 200，500，1000，5000









ミュレーション法 (R = 50000)による再現分布結果を図3.2に示した．
以下，各信頼区間推定法の有用性検証の考察に際しては，前項同様にパラメトリック・シ
ミュレーション法 (R = 50000)を基準と位置づけ考察を進める．
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表3.5 モデル推計結果
(サンプル数を変化させたケース)
N 200 500 1000 5000
^ 環境・アメニティ質 2.898 3.394 2.665 2.766
(t値) (3.94) (6.16) (7.18) (17.73)
^ 個人属性 0.819 1.085 1.135 1.027
(t値) (5.49) (8.94) (12.94) (29.27)
^ 所得項 (一般化費用) 0.862 1.077 1.026 0.985
(t値) (6.26) (9.13) (12.31) (28.86)
2 尤度比 0.534 0.644 0.643 0.613
HitRatio 的中率 0.890 0.916 0.920 0.904
^ 0.5398 0.3034 0.1377 0.0243
^ 0.0018 0.0160 0.0065 0.0010
(^)
^ 0.0703 0.0508 0.0233 0.0040
^ 0.0222 0.0148 0.0077 0.0012
^ 0.0141 0.0108 0.0055 0.0009
^ 0.0190 0.0139 0.0070 0.0012






N=200 モデル 2.5%信頼下限 中央値 2.5%信頼上限 レンジ 変動率
テーラー展開 2.578 3.217 3.856 1.277 0.397
近似法
(-1.960) (0.000) (1.960)
エッジワース展開 2.656 3.193 3.915 1.259 0.394
(-1.654) (0.019) (2.266)
シミュレー 多変量正規乱数 (R=1000) 2.655 3.205 3.983 1.328 0.414
ション法 多変量正規乱数 (R=50000) 2.627 3.195 3.965 1.338 0.419
N=500 モデル 2.5%信頼下限 中央値 2.5%信頼上限 レンジ 変動率
テーラー展開 2.851 3.270 3.689 0.838 0.256
近似法
(-1.960) (0.000) (1.960)
エッジワース展開 2.881 3.260 3.714 0.832 0.255
(-1.778) (0.008) (2.142)
シミュレー 多変量正規乱数 (R=1000) 2.892 3.264 3.790 0.898 0.275
ション法 多変量正規乱数 (R=50000) 2.875 3.260 3.730 0.856 0.262
N=1000 モデル 2.5%信頼下限 中央値 2.5%信頼上限 レンジ 変動率
テーラー展開 2.849 3.161 3.473 0.625 0.198
近似法
(-1.960) (0.000) (1.960)
エッジワース展開 2.867 3.155 3.490 0.622 0.197
(-1.803) (0.007) (2.117)
シミュレー 多変量正規乱数 (R=1000) 2.862 3.154 3.489 0.626 0.199
ション法 多変量正規乱数 (R=50000) 2.859 3.155 3.496 0.636 0.202
N=5000 モデル 2.5%信頼下限 中央値 2.5%信頼上限 レンジ 変動率
テーラー展開 2.966 3.101 3.237 0.270 0.087
近似法
(-1.960) (0.000) (1.960)
エッジワース展開 2.970 3.100 3.240 0.270 0.087
(-1.894) (0.003) (2.026)
シミュレー 多変量正規乱数 (R=1000) 2.968 3.100 3.232 0.264 0.085






























































発地調査 調査概要 ・母集団人口 594,126人
・郵送アンケート調査 (2500人郵送)









































































63.9826 3.1955 5.0691 -9.8907 9.4827 -18.1473
99.7165 -0.4497 0.8775 -0.8413 1.6101
(^) (^i，^j j j  i)








信頼区間推定法 2.5%信頼下限 中央値 2.5%信頼上限 レンジ 変動率
テーラー展開 -0.083 0.065 0.214 0.297 4.559
近似法
(-1.960) (0.000) (1.960)
エッジワース展開 -0.074 0.062 0.222 0.296 4.778
(-1.800) (0.000) (2.120)
シミュレー 多変量正規乱数 (R=1000) 0.000 0.060 0.227 0.227 3.801
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信頼区間を求めている．Cameron and James 4)，Cameron 5)は，支払意思額関数をもとに推
計便益の分散を解析的に直接推計する簡便な手法を提示した．このモデルは個人の支払意
思額が個人属性の線形関数であると仮定し，提示額との支出差をもとにプロビットモデル









































離散選択モデルを用いたCVMモデル (CECVM)としてプロビットモデル (Probit Model) 6, 7, 8)
をもとに，支払意思額の分散が個人属性に依存し属性毎に異なると考えた場合の，個人の均





Y1n = Yn   cn (4.1)
Y0n = Yn (4.2)
ここで，改善後の環境質Q1の享受を望む (i = 1)，現状の環境質Q0を望む (i = 0)と設定し




Uin(Qi; Zn; Yin) (4.3)
Uinは選択肢 iを選択した場合の効用であり，式 (4.4)のように確率変動項"in と確定効用項
Vinに区分されるものとする．











ここで個人属性はZn = (z1n; . . . ; zd1n; z1n; . . . ; zd2n)の2つに区分されている．
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選択肢間の効用差は式 (4.6)で示される．


































メータを0j = j=と0j = j=と置換することによっても，最尤推定法を適用することでパ
ラメ－タの最尤推定量 = (01; . . . ; 0d1 ; 
0























プロビットモデルの推計パラメ－タを = (01; . . . ; 0d1 ; 
0




を考慮した個人nの支払意思額の平均値(Zn; )と分散V (Zn; )の推定量は式 (4.10)，(4.11)



















V (Zn; ) =
Z 1
 1



























Pf(Zn; )  ng = =2 (4.12)
Pf(Zn; )  ng = =2 (4.13)
なお，式 (4.10)の場合，個人の推定量が  の非線形関数となっていることから，解析的な
信頼区間 (信頼限界)の直接推計が困難となっている．






















= PfT (n)  0g = =2 (4.14)




















また，^ = (^01; . . . ; ^0d1 ; ^
0








































































































































































































プロビットモデルでは，パラメータの点推定量^ = (^01; . . . ; ^0d1 ; ^
0




考慮しない場合は^ = (^01; . . . ; ^0J ; ^0)]と分散共分散行列(^)が推計される．最尤推定法をも
とに求められた推計パラメータは漸近的に，平均^と分散共分散行列(^)の多変量正規分布





















(jZn)  (^jZn) +
dX
i=1
Ci(i   ^i) + 1
2





















値の近似値E[ g(Zn)]の (1 ) 100%信頼区間は式 (4.28)をもとに求めることが可能となる．
Lower


















し，式 (4.29)～式 (4.31)を定義する 17)．
A() = (jZn)  (^jZn) (4.29)
ai1...ij =
@jA()
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ここで，
Lower(^jZn) = (^jZn) + wL(=2)
p
0





























ことで，式 (4.41)の個人の支払意思額平均値のシミュレーション値 (jZn) が推計される．









































zn 個人属性 一様乱数 0～10
cn 提示負担額 任意設定 1～10 (1間隔)
"n 誤差項 正規乱数 (, )=(0, 1.0)，(0, 1.5)，(0, 2.0)，(0, 3.0)
N サンプル数 500
仮想パラメータ 1=3.0, 2=-0.1, =0.5
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表4.2 モデル推計結果
(調査精度を変化させたケース)
 1.0 1.5 2.0 3.0
^1 定数項 3.793 2.351 1.774 1.094
(t値) (11.38) (10.84) (9.40) (6.56)
^2 個人属性 -0.119 -0.103 -0.082 -0.040
(t値) (-4.09) (-4.48) (-3.89) (-2.02)
^ 所得項 (提示負担額) 0.633 0.362 0.269 0.176
(t値) (12.88) (12.86) (11.15) (8.30)
2 尤度比 0.586 0.345 0.228 0.111
HitRatio 的中率 0.868 0.794 0.718 0.676
N サンプル数 500 500 500 500
^11 0.11106 0.04700 0.03561 0.02780
^12 -0.00638 -0.00343 -0.00265 -0.00205
(^)
^1 0.01434 0.00484 0.00348 0.00255
^22 0.00085 0.00053 0.00045 0.00038
^2 -0.00043 -0.00014 -0.00008 -0.00002
^ 0.00242 0.00079 0.00058 0.00045






=1.0 モデル 2.5%信頼下限 中央値 2.5%信頼上限 レンジ 変動率
解析法 4.770 5.033 5.295 0.525 0.104
テーラー展開 4.772 5.033 5.293 0.521 0.103
近似法
(-1.960) (0.000) (1.960)
エッジワース展開 4.773 5.033 5.292 0.519 0.103
(-1.960) (0.000) (1.960)
シミュレー 多変量正規乱数 (R=1000) 4.769 5.033 5.275 0.505 0.100
ション法 多変量正規乱数 (R=50000) 4.770 5.032 5.296 0.526 0.105
=1.5 モデル 2.5%信頼下限 中央値 2.5%信頼上限 レンジ 変動率
解析法 4.672 5.045 5.411 0.739 0.147
テーラー展開 4.678 5.044 5.410 0.733 0.145
近似法
(-1.960) (0.000) (1.960)
エッジワース展開 4.676 5.045 5.407 0.731 0.145
(-1.979) (0.000) (1.941)
シミュレー 多変量正規乱数 (R=1000) 4.709 5.049 5.418 0.709 0.140
ション法 多変量正規乱数 (R=50000) 4.672 5.045 5.412 0.740 0.147
=2.0 モデル 2.5%信頼下限 中央値 2.5%信頼上限 レンジ 変動率
解析法 4.563 5.037 5.494 0.931 0.185
テーラー展開 4.575 5.035 5.495 0.920 0.183
近似法
(-1.960) (0.000) (1.960)
エッジワース展開 4.571 5.037 5.487 0.916 0.182
(-1.994) (0.000) (1.926)
シミュレー 多変量正規乱数 (R=1000) 4.577 5.039 5.495 0.919 0.182
ション法 多変量正規乱数 (R=50000) 4.562 5.037 5.491 0.928 0.184
=3.0 モデル 2.5%信頼下限 中央値 2.5%信頼上限 レンジ 変動率
解析法 4.360 5.063 5.720 1.360 0.269
テーラー展開 4.392 5.057 5.722 1.330 0.263
近似法
(-1.960) (0.000) (1.960)
エッジワース展開 4.381 5.063 5.702 1.321 0.261
(-2.024) (0.000) (1.896)
シミュレー 多変量正規乱数 (R=1000) 4.320 5.069 5.752 1.432 0.283
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zn 個人属性 一様乱数 0～10
cn 提示負担額 任意設定 1～10 (1間隔)
"n 誤差項 正規乱数 (, )=(0, 1.0)
N サンプル数 200，500，1000，5000
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表4.5 モデル推計結果
(サンプル数を変化させたケース)
N 200 500 1000 5000
^1 定数項 3.357 3.793 3.118 2.990
(t値) (6.83) (11.38) (16.06) (35.49)
^2 個人属性 -0.105 -0.119 -0.100 -0.101
(t値) (-2.09) (-4.09) (-5.00) (-11.90)
^ 所得項 (提示負担額) 0.558 0.633 0.517 0.495
(t値) (8.23) (12.88) (19.19) (43.03)
2 尤度比 0.533 0.586 0.507 0.481
HitRatio 的中率 0.840 0.868 0.856 0.846
^11 0.24137 0.11106 0.03770 0.00710
^12 -0.01723 -0.00638 -0.00256 -0.00049
(^)
^1 0.02739 0.01434 0.00428 0.00080
^22 0.00254 0.00085 0.00040 0.00007
^2 -0.00084 -0.00043 -0.00011 -0.00002
^ 0.00460 0.00242 0.00073 0.00013






N=200 モデル 2.5%信頼下限 中央値 2.5%信頼上限 レンジ 変動率
解析法 4.602 5.053 5.508 0.906 0.179
テーラー展開 4.610 5.053 5.496 0.886 0.175
近似法
(-1.960) (0.000) (1.960)
エッジワース展開 4.615 5.053 5.494 0.880 0.174
(-1.952) (0.000) (1.968)
シミュレー 多変量正規乱数 (R=1000) 4.598 5.056 5.518 0.920 0.182
ション法 多変量正規乱数 (R=50000) 4.602 5.054 5.509 0.908 0.180
N=500 モデル 2.5%信頼下限 中央値 2.5%信頼上限 レンジ 変動率
解析法 4.770 5.033 5.295 0.525 0.104
テーラー展開 4.772 5.033 5.293 0.521 0.103
近似法
(-1.960) (0.000) (1.960)
エッジワース展開 4.773 5.033 5.292 0.519 0.103
(-1.960) (0.000) (1.960)
シミュレー 多変量正規乱数 (R=1000) 4.769 5.033 5.275 0.505 0.100
ション法 多変量正規乱数 (R=50000) 4.770 5.032 5.296 0.526 0.105
N=1000 モデル 2.5%信頼下限 中央値 2.5%信頼上限 レンジ 変動率
解析法 4.858 5.066 5.273 0.415 0.082
テーラー展開 4.859 5.066 5.272 0.413 0.082
近似法
(-1.960) (0.000) (1.960)
エッジワース展開 4.859 5.066 5.272 0.413 0.081
(-1.967) (0.000) (1.953)
シミュレー 多変量正規乱数 (R=1000) 4.869 5.067 5.259 0.390 0.077
ション法 多変量正規乱数 (R=50000) 4.858 5.066 5.272 0.414 0.082
N=5000 モデル 2.5%信頼下限 中央値 2.5%信頼上限 レンジ 変動率
解析法 4.923 5.018 5.112 0.188 0.038
テーラー展開 4.924 5.018 5.112 0.188 0.038
近似法
(-1.960) (0.000) (1.960)
エッジワース展開 4.923 5.018 5.112 0.188 0.037
(-1.964) (0.000) (1.956)
シミュレー 多変量正規乱数 (R=1000) 4.921 5.018 5.110 0.188 0.038
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次に，本調査の被験者のCVM回答方法には仮想ランク法を適用していたことから，順
列評価を離散型の回答結果に変換することを目的として，各地点毎の施策案の順列回答






Vn = V1n   V0n =
JX
j=1
jzjn   cn (4.43)
[拡張モデル]





























調査地点 No. 4 7
モデルケース 基本 拡張 基本 拡張
^1 定数項 1.570 1.606 2.045 0.861
(t値) (3.70) (3.83) (4.70) (7.60)













2 尤度比 0.136 0.115 0.144 0.138
HitRatio 的中率 0.688 0.669 0.691 0.695
N サンプル数 269 269 269 269
0.180004 0.175414 0.188965 0.012852
-0.084417 -0.082023 -0.063586 0.000150
-0.002165 0.000183 0.001205 0.000004
0.000346 0.041499 0.022853












地点 No.4 ： 基本モデル 2.5%信頼下限 中央値 2.5%信頼上限 レンジ 変動率
解析法 23.03 29.93 38.96 15.93 0.53
テーラー展開 22.58 30.18 37.78 15.20 0.50
近似法
(-1.960) (0.000) (1.960)
エッジワース展開 23.40 29.93 38.37 14.97 0.50
(-1.709) (0.000) (2.211)
シミュレー 多変量正規乱数 (R=1000) 23.02 29.89 38.86 15.84 0.53
ション法 多変量正規乱数 (R=50000) 23.04 29.94 38.97 15.92 0.53
地点 No.4 ： 拡張モデル 2.5%信頼下限 中央値 2.5%信頼上限 レンジ 変動率
解析法 19.82 25.84 33.92 14.10 0.55
テーラー展開 19.41 26.08 32.75 13.35 0.51
近似法
(-1.960) (0.000) (1.960)
エッジワース展開 20.20 25.84 33.31 13.12 0.51
(-1.688) (0.000) (2.232)
シミュレー 多変量正規乱数 (R=1000) 19.80 25.86 34.05 14.25 0.55
ション法 多変量正規乱数 (R=50000) 19.85 25.84 33.91 14.06 0.54
地点 No.7 ： 基本モデル 2.5%信頼下限 中央値 2.5%信頼上限 レンジ 変動率
解析法 25.85 31.91 40.49 14.64 0.46
テーラー展開 25.23 32.21 39.19 13.96 0.43
近似法
(-1.960) (0.000) (1.960)
エッジワース展開 26.18 31.91 39.93 13.75 0.43
(-1.633) (0.000) (2.287)
シミュレー 多変量正規乱数 (R=1000) 25.98 31.99 39.99 14.00 0.44
ション法 多変量正規乱数 (R=50000) 25.85 31.91 40.50 14.65 0.46
地点 No.7 ： 拡張モデル 2.5%信頼下限 中央値 2.5%信頼上限 レンジ 変動率
解析法 22.35 27.97 36.04 13.69 0.49
テーラー展開 21.75 28.26 34.78 13.03 0.46
近似法
(-1.960) (0.000) (1.960)
エッジワース展開 22.67 27.97 35.49 12.83 0.46
(-1.622) (0.000) (2.298)
シミュレー 多変量正規乱数 (R=1000) 22.34 28.04 35.87 13.53 0.48




14.64 13.69 0.46 0.49
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発生期間 (年) t =
01 T1 T2 n
費用
C1 主要施設・周辺環境施設建設費 c1t *************
C2 維持管理費 c2t ************************
便益
B1 主要施設 b1t ************************
B2 周辺環境施設 b2t ******************
通常の費用便益分析においては，推計された各年毎の費用と便益をもとに，主要施設・




















































発生期間 (年) t =
01 T1 T2 n
費用
C1 主要施設建設費 c1t *************
C2 維持管理費 c2t ************************
便益
B1 主要施設 b1t ************************
B2 自然環境資源 b2t *******************************
主要施設建設費C1および維持管理費C2の現在価値，主要施設の便益B1および自然環境
資源の便益B2の現在価値は，上述同様に式 (5.1)～(5.4)をもとに求められる (当ケースにお
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 1; xc12 ; . . . ; xb2n) 
@g 1@n
 dxc12 . . . dxb2n (5.13)





g(xc11 ; xc12 ; . . . ; xb2n)のxc11についての逆関数である．
費用便益分析過程において計測された費用と便益の各項目の確率分布が，再生性 5)を有
した同一の確率分布形で計測される場合には，解析的に信頼区間やプロジェクト採択確率




確率分布の推計が可能となる 6, 7, 8)．
パラメトリック・シミュレーション法では，費用と便益の各項目の確率分布をもとに











































基準NPV  0を満たす確率P )を求める分析法を提示する．
プロジェクト採択確率P (NPVX  0)は，パラメトリック・シミュレーション法によるNPV X
の推計値をもとに順列評価を行い，乱数の発生回数Rに対するNPVX  0の超過個数 rより，
超過確率P = r=Rを求めることで推計される．
一例としてNPVXの確率密度関数fNPVXが得られた場合の，プロジェクト採択確率










5.1 P (NPV X ≥ 0)
C 1, C2, B1 =1.0
B 2 =1 .0,4.0,8.0,16.0(σ= 3 ,12,24,48
Case1 Case4 )
(5.16) (5.17) (5.18) NPV X (1− α)×100%
(5.19) P (NPV X ≥ 0)
























































[Lower NPV X , UpperNPV X ] (5.18)
Lower NPV X = E (NPV X )− zα/2 V (NPV X )
UpperNPV X = E (NPV X ) + zα/2 V (NPV X )
P (NPV X ≥ 0) = 1 − Φ
0 − E (NPV X )
V (NPV X )
(5.19)





注2) B2の標準偏差のみ変動係数=1.0, 4.0, 8.0, 16.0 を適用
項目 年平均 標準偏差 t=
費用
C1 主要施設・環境施設建設費 10 10 1～10
C2 維持管理費 1 1 6～55
便益
B1 主要施設 6 6 6～55









( = 3→48)に従い，NPVXの期待値E(NPVX)は変化しないものの，分散V (NPVX)は増大
していくことが確認される．このことは，図5.2に示すNPVXのパラメトリック・シミュレー
ション法による再現分布結果からも明らかである．この結果，B2の推計精度の低下に伴い，
NPVXの信頼区間は拡大し，プロジェクト採択確率P (NPVX  0)は93.5%→87.6%→77.5%
→66.1%と低下していく．このプロジェクト採択確率の変化は，B2の推計精度が悪くなるに












図」と呼ぶ．図5.3では，代表的な例として，B=C  1:0(= 1:04)，B=C = 1:5，B=C = 2:0，
B=C = 3:0を満たす簡易評価図を示している．図5.3からは，B=C = a(定数)の設定が大きく
なるに従い，費用と便益の総現在価値の変動係数の変化に対する同一の採択確率を満たす





















Case 1 Case 2 Case 3 Case 4
B2  = 3 B2  = 12 B2  = 24 B2  = 48
純現在価値； NPV 48.2
費用便益比； CBR (B/C) 1.5
E(NPVX) 48.2 48.2 48.2 48.2
V (NPVX) 1014.7 1745.8 4085.4 13443.7
解析解
NPVX2.5%信頼上限 110.7 130.1 173.5 275.5
NPVX中央値 48.2 48.2 48.2 48.2
NPVX2.5%信頼下限 -14.2 -33.7 -77.0 -179.0
プロジェクト採択確率 93.5% 87.6% 77.5% 66.1%
パラメトリック・ NPVX2.5%信頼上限 110.8 130.1 173.6 275.2
シミュレーション法 NPVX中央値 48.1 48.2 48.1 48.7
(R=50000) NPVX2.5%信頼下限 -14.2 -33.3 -77.6 -178.3



























































X ct X ct = ct ·




( 5.6 ) X bt
t=1 10 50
t=11 60 r 4 5.6
bt B/C = 1 .0
B/C = 1 .5 B/C = 2 .0 ct
5.7
(R = 50000)
5.8 NPV X 5.5
5.8
CBR








注1) 年齢ダミーは30才未満を1とする 注2) 単位：提示負担額は千円／月
注2) 一般化費用の単位は千円 注3) 現地アクセス頻度ダミーは年1回以上を1とする
CVM モデル
旅行費用モデル 調査地点 No. 4 7
モデルケース 基本 基本
^ 定数項 -15.24 ^1 定数項 1.570 2.045
(t値) (-1.91) (t値) (3.70) (4.70)
^1 散策目的ダミー 330.97 ^2 ln(教育年数) -0.518
(t値) (33.14) (t値) (-2.51)
^2 釣り目的ダミー 304.19 ^3 ln(自宅～現地距離) -0.460
(t値) (30.53) (t値) (-3.04)
^3 バーベキュー目的ダミー 131.55 ^4 現地アクセス頻度ダミー 0.444
(t値) (13.34) (t値) (2.36)
^4 年齢ダミー 210.18 ^ 所得項 (提示負担額) 0.023 0.029
(t値) (21.29) (t値) (6.15) (6.46)
^ 所得項 (一般化費用) 165.43
(t値) (17.36)
2 尤度比 0.329 2 尤度比 0.136 0.144
HitRatio 的中率 0.787 HitRatio 的中率 0.688 0.691










(^) -0.8413 (^) 0.000015
1.6101
















年費用 ct 確率分布 年便益 bt 確率分布
B/C=1.0 0.110 対数正規分布
旅行費用モデル B/C=1.5 0.073 LN(0.403 , 0.211) 0.062 MVN [^;(^)]
B/C=2.0 0.055
CVM No.4 B/C=1.0 53.55 対数正規分布
基本モデル B/C=1.5 35.70 LN(0.403 , 0.211) 29.93 MVN [^;(^)]
B/C=2.0 26.78
CVM No.7 B/C=1.0 57.09 対数正規分布
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な例として，B=C = 1:0，B=C = 1:5，B=C = 2:0，B=C = 3:0を満たす簡易評価図を示して








[  N(1:531; 0:327)]をもとに費用の総現在価値の変動係数Cの算定し，便益については正
規分布近似として各検証モデルのエッジワース展開から得られた年便益の平均と標準偏差
[旅行費用モデル  N(0:062; 0:076); CVMNo:4基本モデル  N(29:931; 3:818); CVMNo:7基本
モデル  N(31:909; 3:506)] をもとに便益の総現在価値の変動係数Bを算定することで，図
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CVM No.4 CVM No.7
基本モデル 基本モデル
純現在価値； NPV 0.0 0.0 0.0
費用便益比； CBR (B/C) 1.0 1.0 1.0
パラメトリック・ NPVX2.5%信頼上限 1.933 42.99 35.64
シミュレーション法 NPVX中央値 -0.454 -214.38 -227.67
(R=50000) NPVX2.5%信頼下限 -1.744 -564.18 -596.32
プロジェクト採択確率 34.2% 5.3% 4.8%
[B/C=1.5のケース]
項　目 旅行費用モデル
CVM No.4 CVM No.7
基本モデル 基本モデル
純現在価値； NPV 0.298 144.79 154.36
費用便益比； CBR (B/C) 1.5 1.5 1.5
パラメトリック・ NPVX2.5%信頼上限 2.358 197.16 200.39
シミュレーション法 NPVX中央値 -0.027 0.35 3.02
(R=50000) NPVX2.5%信頼下限 -1.156 -242.28 -249.52
プロジェクト採択確率 49.0% 50.2% 51.1%
[B/C=2.0のケース]
項　目 旅行費用モデル
CVM No.4 CVM No.7
基本モデル 基本モデル
純現在価値； NPV 0.447 217.19 231.54
費用便益比； CBR (B/C) 2.0 2.0 2.0
パラメトリック・ NPVX2.5%信頼上限 2.579 280.17 285.54
シミュレーション法 NPVX中央値 0.218 108.77 117.14
(R=50000) NPVX2.5%信頼下限 -0.859 -83.12 -79.99



































ロジェクト採択が妥当視される確率として純現在価値による採択 (NPV  0)を概ね50%以
上で信頼するには，平均値を適用した費用便益分析の結果としてB/C=1.5以上を確保して














第 5章 費用便益分析指標を基にしたプロジェクト採択のリスク分析法の開発 127
参考文献
1) 日本リスク研究学会編 : リスク学事典, TBSブリタニカ, 2000.
2) 土木学会編 : 第四版土木工学ハンドブック II, 第53編プロジェクトの評価, pp.2163-2192,
1989.
3) 川除隆広・多々納裕一・岡田憲夫 : 費用便益分析指標を基にしたプロジェクト採択の
リスク分析法, 土木計画学研究・論文集, No.18, 2001(投稿中).
4) 川除隆広・多々納裕一・岡田憲夫 : プロジェクトの経済性評価の信頼性分析に関する
基礎的研究, 土木計画学研究・講演集, No.23(1), pp.223-226, 2000.
5) 日本数学会編集 : 岩波数学辞典第3版, 岩波書店, 1985.
6) 川除隆広・多々納裕一・岡田憲夫 : 離散選択モデルを用いたレクリエーション便益に
関する信頼区間推定法, 土木計画学研究・論文集, No.17, pp.431-438, 2000.
7) 川除隆広・多々納裕一・岡田憲夫 : 離散選択モデルを用いたレクリエーション便益に
関する信頼区間推定法, 土木計画学研究・講演集, No.22(2), pp.781-784, 1999.
8) 川除隆広・多々納裕一・岡田憲夫 : 離散選択モデルを用いた旅行費用法に基づく信頼
区間推定法, 京都大学防災研究所年報, 第43号 B-2, 2000.
9) 首都高速道路公団 : 東京湾トンネル工事誌, 土木学会, 1977.
10) 京都市交通局 : 京都市高速鉄道烏丸線建設小史, 京都市交通局, 1986.
11) 北海道開発局石狩川開発建設部豊平川ダム統合管理事務所監修 : 定山溪ダム工事記
録, 北海道開発協会, 1992.
12) 阪神高速道路管理技術センター : 阪神高速湾岸線東神戸大橋工事誌, 阪神高速道路公
団, 1994.
128 第 5章 費用便益分析指標を基にしたプロジェクト採択のリスク分析法の開発
13) 関西国際空港株式会社10年史編さん委員会 : 関西国際空港株式会社10年史, 関西国際
空港株式会社, 1995.
14) 日本銀行調査統計局 : 経済統計年報 (平成9年), 日本銀行, 1998.
15) Johansson, P.-O. : Cost-Benet Analysis of Environmental Change, Cambridge University
Press, 1993.
16) Efron, B. and R.J. Tibshirani : An Introduction to the Bootstrap, Chapman & Hall, 1993.
17) Hall, P. : The Bootstrap and Edgeworth Expansion, Springer Series in Statistics, 1992.
18) Davison, A.C. and D.V. Hinkley : Bootstrap methods and their application, Cambridge
University Press, 1997.
19) Krinsky, I. and A.L. Robb : On Approximating the Statistical Properties of Elasticities,
The Review of Economics and Statistics, 68, pp.715-719, 1986.
20) Kring, C.L. : Estimating the Precision of Welfare Measures, Journal of Environmental
Economics and Management, 21, pp.244-259, 1991.
21) Park, T., J.B. Loomis and M. Creel : Condence Intervals for Evaluating Benets Estimates
from Dichotomous Choice Contingent Valuation Studies, Land Economics, 67(1), pp.64-73,
1991.
22) 市川伸一編 : 認知心理学 4 思考, 東京大学出版会, 1996.
23) 細江守紀 : 不確実性と情報の経済分析, 九州大学出版会, 1987.
24) 依田高典 : 不確実性と意思決定の経済学, 日本評論社, 1997.
25) 浅野耕太 : 農林業と環境評価, 多賀出版, 1998.
26) 多々納裕一 : 不確実性下のプロジェクト評価：課題と展望, 土木計画学研究・論文集,
No.15, pp.19-30, 1998.
27) 中村英夫編 : 道路投資の社会経済評価, 東洋経済新報社, 1997.
28) 土木学会土木計画学研究委員会編 : 非集計行動モデルの理論と実際, 土木学会, 1995.
29) 交通工学研究会編 : やさしい非集計分析, 交通工学研究会, 1993.
30) 蓑谷千凰彦 : 計量経済学の理論と応用, 日本評論社, 1996.




































































































































































































































































個人がn個の市場財とm個の非市場財を消費していると仮定する．ここで，X = (x1; . . . ; xn)
は市場財のベクトル，Q = (q1; . . . ; qm)は非市場財の環境質水準ベクトルとする．このとき
の効用をUとすると，効用関数は式 (A.1)で示される．
U = U(X;Q) (A.1)












X = X(P;Q; Y ) (A.3)
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このとき，非市場財の環境質水準Qは潜在的に市場財Xの需要に関連を持つと考えられ，
もし@xi=@qj = 0でなければ，式 (A.3)のMarshall需要関数をシフトさせると考えられる．こ
の考え方が，後述の非市場財の環境質変化に対する厚生変化の貨幣測度の考え方に基礎理
論を与える．
式 (A.3)を式 (A.2)に代入すると，式 (A.4)の間接効用関数が得られる．
V = V (P;Q; Y ) (A.4)
間接効用関数は，以下のような性質を持っている.
@V (P;Q; Y )
@pi
=  xi(P;Q; Y )(P; Y ) (A.5)
@V (P;Q; Y )
@Y
= (P; Y ) (A.6)
ここで，はラグランジュ乗数である．これより，間接効用関数と通常の需要関数は，次
の関係が成立する (Royの恒等式)．
@V (P;Q; Y )=@pi
@V (P;Q; Y )=@Y






s:t: U(X;Q) = U0
これを解くと，Hicks補償需要関数hが得られる．
h = h(P;Q;U0) (A.9)
このとき，市場財の価格Pと非市場財の環境質水準Qが与えられたもとで，効用水準U0
を達成するための最小支出額は式 (A.10)の支出関数として定義される．



















1. 消費者余剰 (CS：Consumer Surplus)：所得を一定にしたとき，その財を全く購入しな
いよりは，その価格で財を購入してもよいと思う価格の総和から，実際に支払った額
を差し引いたもの．
2. 補償変分 (CV：Compensating Variation)：価格が低下 (上昇)したときに，変化した後の
価格に維持したままで，変化する以前と同じ効用水準に消費者を維持するために消費
者から取り去ることのできる最大支払意思額 (与えなければならない最小補償額)．


































CV = e(P 0; Q; U0)  e(P 1; Q; U0)
= Y   e(P 1; Q; U0)
= e(P 1; Q; U1)  e(P 1; Q; U0) (A.16)















らねばならない．これを図示したのが図A.2 a)である．横軸は第 i財の数量，縦軸は第 i財
以外の合成財で価格1のニュメレール財 (価値基準財)である．価格がp0iからp1iと減少したこ














P 0 P 1 EV
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義すると式 (A.18)となる．
V (P 0; Q; Y + EV ) = V (P 1; Q; Y ) = U1 (A.18)
支出関数を用いて表現した場合は式 (A.19)となり，
EV = e(P 0; Q; U1)  e(P 1; Q; U1)
= e(P 0; Q; U1)  Y

















図A.2 b)から，価格がP 0からP 1へ低下したとき，消費者余剰の変化分CSと補償変分
CV，等価変分EVは，その財が正常財の場合CV < CS < EVの関係がある．しかしながら，















とである．すなわち，環境質改善の場合はCVは支払意思額 (WTP : Willingness to pay)であ
り，環境質悪化の場合は受入補償額 (WTA : Willingness to accept compensation)となる．間
接効用関数を用いると，補償変分CVは式 (A.21)で定義される．
V (P;Q0; Y ) = V (P;Q1; Y   CV ) = U0 (A.21)
ただし，Pは市場財の価格 (一定)，Yは所得，Q0は変化する前の非市場財の環境質水準，
Q1は変化後の環境質水準である．これを支出関数を用いて表現すると式 (A.22)となる．
CV = e(P;Q0; U0)  e(P;Q1; U0)
= Y   e(P;Q1; U0)












































V (P;Q0; Y + EV ) = V (P;Q1; Y ) = U1 (A.25)
支出関数を用いて表現すると式 (A.26)となる．
EV = e(P;Q0; U1)  e(P;Q1; U1)
= e(P;Q0; U1)  Y



























CV = e(pi; Q
0; U0)  e(pi; Q1; U0) (A.29)
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1; U0)  e(p0i ; Q1; U0) (A.33)
面積BCEDは，この補償変分の増加分であるから補償変分CVは式 (A.34)から求まる．
CV = CVQ1   CVQ0
　 = e(pi ; Q1; U0)  e(p0i ; Q1; U0)  e(pi ; Q0; U0) + e(p0i ; Q0; U0)
= e(p0i ; Q
0; U0)  e(p0i ; Q1; U0) (A.34)
ここで，弱補完性の第2の仮定より，e(pi ; Q1; U0) = e(pi ; Q0; U0)である．
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非集計モデル (Disaggregate Model)，非集計行動モデル (Disaggregate Behavioural Model)，個










Uin = Vin + "in (B.2)
効用最大化理論に基づくと，個人nが選択肢 iを選択する確率Pinは式 (B.3)，(B.4)として
表される．
Pin = Pr(Uin  Ujn j i 6= j; j 2 An)
= Pr[Vin + "in  Vjn + "jn j i 6= j; j 2 An]
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= Pr["jn   "in  Vin   Vjn j i 6= j; j 2 An] (B.3)
= Pr["jn  Vin   Vjn + "in j i 6= j; j 2 An] (B.4)




次に，個人nの選択肢集合Anに含まれる選択肢数 (j 2 An)をJ個とし，全ての確率項
"1n; "2n; . . . ; "Jnの同時分布関数をF ("1n; "2n; . . . ; "Jn)とし，同時確率密度関数をf("1n; "2n; . . . ; "Jn)
とする．
また，選択肢 jの順番を並び替えても一般性を失わないため，以下では i = 1として定式
















F (V1n   Vjn + "1n)f("1n)d"1n (B.6)
B.2 プロビットモデルの導出
プロビットモデル (Probit Model)は上述の選択行動モデルの確率項 (誤差項)"に式 (B.7)に











ここで，E = ("1n; "2n; . . . ; "Jn)であり，f(E)は多変量正規分布の確率密度関数である．
以上をもとに，まず二項プロビットモデル (Binary Probit)の導出を進める．
二項プロビットモデルでは，二項の選択肢 i = 1，j = 2の確率項を"1n及び"2nとし，"1n，
"2nは共に平均0，分散21，22を有した正規分布とする．また"1n，"2nは共分散12を有する
ものとする．正規分布の再生性の性質2)からは，"n = "2n   "1nもまた，平均0及び分散





P1n = Pr(U1n  U2n)
= Pr("n = "2n   "1n  V1n   V2n)
































P2n = 1  P1n
ここで，は標準正規分布の分布関数である．






U1n = V1n + "1n
U2n = V2n + "2n












また，選択肢 i = 1の選択確率は式 (B.9)を満たす．
P1n = Pr(U1n  U2n; U1n  U3n)
= Pr("2n   "1n  V1n   V2n; "3n   "1n  V1n   V3n) (B.9)





24 21n + 22n   212n 21n   13n   12n + 23n
21n   13n   12n + 23n 21n + 23n   213n
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B.3 ロジットモデルの導出





F (") = expf  exp[ ("  )]g (B.11)
f(") =  exp[ ("  )] expf  exp[ ("  )]g (B.12)
ここで，(> 0)はスケールパラメータであり，パラメータ (,)を有するガンベル分布は
次の性質を持っている．
 モード (最頻値) M(") = 
 平均値 E(") =  + =; はオイラー定数 (～0.577)
 分散 V ar(") = 2=62
 "1，"2がそれぞれ (1; )，(2; )を有した独立のガンベル分布の場合，" = "2   "1は





P1n = Pr(U1n  U2n)











P2n = 1  P1n
次に，同様に確率項にパラメータ (,)=(0,)の独立同一のガンベル分布を仮定すること
で，多項ロジットモデル (MNL; Multinomial Logit)を導出する．式 (B.6)より，
P1n = Pr(U1n  maxUjn j 1 6= j; j 2 An)
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用可能である．また，スケールパラメータを規格化する場合は， = 1または = 1を適用
する．
第4.2.1項より，個人属性をZn = (z1n; . . . ; zd1n; z1n; . . . ; zd2n)，離散選択モデルのパラ
メータを = (1; . . . ; d1 ; 1; . . . ; d2)とし，提示額を cnとすると，プロジェクトを望むか否
か (i = 1:Yes，i = 0:No)の選択肢間の効用差は式 (C.1)で示される．







jzjncn + "n (C.1)
C.1 プロビットモデルのケース























































































































付録 C CECVMによる個人の支払意思額平均値の推定量 xxi
C.2 ロジットモデルのケース




1 + exp[ (V1n   V2n)] =
1
1 + exp[ (Pd1j=1 jzjn  Pd2j=1 jzjncn)] (C.7)
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プロジェクトライフ 1 2 . . . t . . . n
便益 b1 b2 . . . bt . . . bn
費用 c1 c2 . . . ct . . . cn
このとき，単一プロジェクトの採択や，代替案 (複数プロジェクト)の優劣の比較を行うた
めには，次に示す3つの評価指標を用いることができる．なお，3指標とも費用便益分析の
基準年は，着工年の前年 (t = 0年)を基準とする．
















xxiv 付録 D 費用便益分析の基礎理論
純現在価値NPVでは，複数の代替案 (プロジェクト)が存在する場合，NPV ( 0)が大き
いプロジェクトほど経済的に優れていると判断される．また，単一プロジェクトの場合は
NPV  0が採択基準となる．






























内部収益率 IRRにおいても，複数の代替案 (プロジェクト)が存在する場合，IRR( r)が大






NPV  0 () CBR  1 () IRR  r (D.4)
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